大阪府自然環境保全条例施行規則の改正の概要
環境農林水産部みどり・都市環境室みどり推進課

	改　正　の　理　由
	施 行 予 定 期 日

	大阪府自然環境保全条例の一部を改正する条例（平成17年大阪府条例第125号。平成18年4月1日施行。以下「条例」という。）により、「建築物の敷地等における緑化を促進する制度」を創設し、運用してきたが、同制度の開始後約３年が経過し、この間における新たな緑化手法の開発等多様な実例に対応するとともに、建築主の負担軽減を図るため、本規則の一部を改正する。
	平成21年７月１日

	改　正　の　要　点
	適　用　区　分

	(1) 緑化計画書の変更の届出を要しない変更を追加する。（第27条関係）
○緑化面積の20パーセントを超えない減少の場合の緑化施設の配置等の変更等
○緑化施設管理計画の変更

○緑化基準である面積の増減を伴わない建築面積の変更

○建築物の名称又は種類の変更

○届出者が法人の場合の代表者の変更
(2) 緑化面積の算出方法を追加する。（別表第一関係）

壁面緑化手法が多様化していることから、壁面の緑化面積を算出する際の基準となる施工方法に、パネル型緑化等壁面緑化専用資材を用いた手法等を追加する。

(3) 緑化基準の見直し（別表第二関係）

敷地面積に比べて小規模な建築物を新築する場合、当該建築物の建築費に占める緑化に関する経費の割合が非常に高くなり、結果として建築主に過度の負担を与える可能性があることから、緑化基準を施設の規模（床面積）を考慮したものに見直す。

(4) 敷地面積から控除できる施設の追加（別表第二関係）

施設の用途を考慮してその面積を敷地面積から控除できる施設に、

○児童福祉施設において設置が義務付けられている屋外遊戯場等

○有料道路の料金徴収所等の敷地内の道路
○駅舎等の敷地内の線路
　　を追加する。
	－

	(5) 
	規則措置を要する理由

	(6) 
	○条例第33条第１項の規定により、緑化基準は、規則で定めることとされているため。

○条例第34条第１項の規定により、届出を要しない軽微な変更その他の変更は、規則で定めることとされているため。

○条例第47条の規定により、条例の施行に関し必要な事項は、規則で定めることとされているため

	
	政策アセスメント（他部局、関係市町村、関係団体との調整）

	
	○関係市町村と調整済み
○パブリックコメントを平成21年３月31日（火）から４月30日（木）まで実施済み

	
	制度間調整の内容

	
	－

	
	その他審査の参考となる事項

	
	－


